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アフターコロナにおけるこれからの郊外都市のあり方に関する調査研究について 

 

町田市未来づくり研究所は、２０２２・２０２３年度の研究テーマとして「アフターコロナにおけるこ

れからの郊外都市のあり方に関する調査研究」を掲げ、新型コロナウイルス感染症をきっかけとして大き

く変化した社会状況や行動様式を調査・分析し、いわゆる「アフターコロナ」において郊外都市に求めら

れる都市機能・公共サービスなどについて調査研究を行っています。 

２０２２年度は特に、新型コロナウイルス感染症拡大前後におけるトレンドが一過性のものか、継続

性・発展性が見込まれるかを検討し、概ね２０３０年までに町田市が実現を目指すべき施策の方向性を作

成しました。 

 

１ 調査研究の概要 

本調査研究では、まず、コロナ禍における社会変化から６つの調査仮説を立案し、外部環境の変化・ト

レンド、町田市の現状把握、転入者アンケート、有識者ヒアリング・先進地視察などの調査結果から、仮

説に基づく分析を実施しました。この分析をもとに、今後取り組むべき施策の方向性を整理しました。 

 

＜調査研究のフロー＞ 

調査仮説の立案 

仮説① 魅力的な郊外生活の創造 仮説② ヒューマンリソースの多様な活用 

仮説③ シェアリングの拡充 仮説④ エリア・アントレプレナーの活躍 

仮説⑤ ＭａａＳの伸展 仮説⑥ 公民連携の推進 

 

仮説の検証 

外部環境に関する情報収集等 転入者アンケート 

町田市の現状把握のための基礎調査・分析 有識者ヒアリング・先進地視察 

 

施策の方向性 

① 市民のＱＯＬを高めるため、テクノロジーとフィジカルのバランスに配

慮しながら交流や心身の健康、自立を支える生活環境を実現する。 

② 組織に属さない働き方や、時間・場所等に制約されないしなやかな働き

方に対する潜在ニーズに応え、社会全体の生産性の向上を図る。 

③ 「所有」から「利用」へ社会の価値観がシフトするのに合わせて、シェ

アリングを積極的に活用する。 

④ 創業・開業にかかるハードルの低減に努め、新しいビジネスに挑戦しや

すいまちに進化させる。創業及び集客にシナジーを生むソフト・ハード

の仕組みを構築する。 

⑤ Maas に取り組む事業者の知見を活かしながら、地域交通を相互補完し、

域内の移動総量を増やすような交通の体制づくりに取り組む。 

⑥ 社会課題の発見から公民が一緒に取り組み、大きな目的を共有しながら

新たな価値の共創をめざす。 

 

研究成果の発表 

2023年 3 月 28 日 18：00〜20：00 町田市生涯学習センター7階ホールにて（オンライン配信もあり） 

町田市未来づくり研究所 研究報告会「アフターコロナの町田のこれから 〜新しい郊外都市の姿〜」を開催 

3 月 ７ 日 ・ ８ 日 

行 政 報 告 資 料 

政策経営部企画政策課 
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２ 調査仮説の立案 

コロナ禍における社会変化を、「人口移動と暮らし方」、「新しい生活習慣下での働き方」、「シェアリン

グサービスの普及」、「交流・娯楽・消費行動」、「交通需要の変化に対応した新しい交通体系」、「行政と民

間事業者との連携」の視点で分析し、６つの調査仮説を立案しました。 

 

＜調査仮説＞ 

仮説１ 

魅力的な 

郊外生活の創造 

通勤移動の重要性が低下するなか、自然環境を活かしクオリティ

の高い生活を提案できれば市民のプライドにも寄与するのではな

いか 

仮説２ 

ヒューマンリソースの 

多様な活用 

テレワークの経験から積極的に場所や時間に縛られない働き方が

可能となり、潜在化していた労働力を活かせる場面が増えるので

はないか 

仮説３ 

シェアリングの拡充 

町田市内のコワーキングスペースは、多様な人材の活躍を支え、企

業との連携の創出など、働く人が活気づくまちに変われるのでは

ないか 

仮説４ 

エリア・アントレプレナー

の活躍 

外出したくなるまちには変化が必要であり、街並みを更新しやす

くなるようリノベーション支援や飲食店等の開業支援が有効では

ないか 

仮説５ 

ＭａａＳの伸展 
路線バスが減便する中、外出需要に応えるため、オンデマンド型の

自動運転バスなど、新しい移動手段が普及するのではないか 

仮説６ 

公民連携の推進 
上記の具体的展開に際して、市民の創造力を発揮できればより面

白いまちになるのではないか 
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３ 調査結果のまとめと施策の方向性 

仮説１ 魅力的な郊外生活の創造 

外
部
環
境 

・東京都では、都内の他市区町村や都外からの流入が減った反面、市区町村内での移動が活発化。 

・東京都では、都立公園の利用者の増加、市民農園数の増加など、身近な自然環境が再評価。 

・国の政策としてデジタルの力を活用した魅力的な地域づくり、持続可能で機動的な都市設計、地域社会のデジタル化が

進行。 

町
田
市
の 

現
状
把
握 

・買い物や飲食だけでなく、住む、働く、学ぶ、体験する、交流するなどまちの多機能化を図り、居心地の良い場所がた

くさんあり、滞留したくなるウォーカブルなまちを目指し、公共空間利活用の実証・制度化が進行。 

・町田駅周辺の人出の状況はコロナ前の水準に回復、市外からの流入はコロナ前の-10％以内まで回復など、人出は戻り

つつある。 

転
入
者 

ア
ン
ケ
ー
ト 

・町田市への転入者は 10～20 歳代・単身者・30 代以下ファミリー層が増加、通勤先は東京 23 区の割合が増加。 

・転入のきっかけは「住宅の都合」「生活環境の改善」が増加する一方「仕事の都合」は変化なし、「交通の利便性」の重

視度は低下。 

・転入の理由としてコロナの影響があった人は全体では約 3 割、23区からの転入者では約 4 割と特に高い。 

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
先
進
地
視
察 

・テクノロジーを活用した新しい街のあり方として、サステナブル・スマート・タウンを謳う事例がある。発電・蓄電、

電力使用量の見える化、街の見守りカメラ、カーシェア、自動配送ロボットなどデジタル技術を駆使した最先端の暮ら

しを提供。コロナ禍でも住民同士の交流・コミュニティ活動を展開。【藤沢 SST】 

・新たなタウンマネジメントの仕組みを運用する事例がある。敷地にあるすべての戸建団地管理組合やマンション管理組

合がマネジメント組織に加入。まちづくりの中核である住民コミュニティ部会は、住民がリーダーとなり、賑わいづく

りに自走。【北九州市 BONJONO】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向性】 

市民のＱＯＬを高めるため、テクノロジーとフィジカルのバランスに配慮しながら 

交流や心身の健康、自立を支える生活環境を実現する。 

施策案 

  新たなコミュニティマネジメントの仕組みづくり 

従来の自治会・町内会を補完する新たな組織や、スマートシティに関連する企業なども加えた、コミュニティマネジメントの新

しい仕組みを構築する。 

  環境に配慮した移動手段の整備 

シェアサイクルステーションの拡充や、電動キックボードステーションを新たに誘致し、環境負荷を低減させつつ人の移動を活

発化させる仕組みを導入する。 
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仮説 2 ヒューマンリソースの多様な活用 

外
部
環
境 

・コロナ禍によりテレワークを導入した企業は全体の 3分の 2まで上昇。 

・コロナ禍において、特に女性の就業者数のマイナス幅が大きい。 

・高齢者になると自市区町村以外で働く割合が低下し、4人に 3人が自市区町村内で働いている。 

町
田
市
の 

現
状
把
握 

・東京都の有効求人倍率は 2021年 5 月に最低となり、その後回復、直近 6 ヶ月は 1.4～1.5 を推移。一方町田市では、フ

ルタイムが 0.6程度、パートタイムは 0.5～0.9 と、低い状態が続く。 

・東京都や全国と比較すると、町田市の女性の就労率は低い水準。 

・周辺の人口 20 万人以上都市と比較すると、町田市は女性の未就業率が高い一方、最終学歴は大卒以上の未就業者の割

合が高い。 

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
先
進
地
視
察 

・女性の就労機会を創出する取組がある。高単価のテレワークが可能な女性のためのリスキリング教育の提供や、就労先

となる企業と組み出口の確保などを実施。町田市は未就業女性の割合が高いことから潜在需要が見込まれる。 

【株式会社 MAIA】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たな雇用を創出する取組がある。テレワーク施設を核として、小規模版な BPO（業務プロセスの外部委託）業務をテ

レワーカーと展開。主に女性の就労機会を創出。【駒ヶ根テレワークオフィス Koto】 

【施策の方向性】 

組織に属さない働き方や、時間・場所等に制約されない 

しなやかな働き方に対する潜在ニーズに応え、社会全体の生産性の向上を図る。 

施策案 

  リスキリング機会の提供 

ニーズがありかつ時間や場所にとらわれず働くことができるスキルの習得を支援する。 

  企業に対する市内の人材活用の啓発 

フルタイム雇用にとらわれない多様化する雇用体系について、経営者側の理解を促し、市内で潜在化している優秀な人材を活用

してもらえるよう、柔軟な雇用体系の整備を市内企業等に働きかける。 
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仮説 3 シェアリングの拡充 

外
部
環
境 

・東京都のコワーキングスペースは 600 ヶ所を超え、9 割は 23 区にあるが、市部では町田市が最も多い。 

・コワーキング施設は、保育施設の併設やコールセンター業務対応など設備の充実や、創業支援セミナー・交流会の開催

などソフトの充実で差別化・付加価値化。 

・公共の未利用地を、シェアサービス会社を通じて有料駐車場にし、路上駐車問題を解決したり、未利用の公共空間を民

間の運営事業者と組んで創業支援の場に活用したりする例がある。 

町
田
市
の 

現
状
把
握 

・町田駅周辺の商業地域にコワーキングスペースの集積がみられるほか、南町田グランベリーパーク駅や住宅地にも立

地。 

・市内コワーキング施設のうち、登記利用可能な施設が半数。起業コンテストや交流会などの機能をもつ施設もある。 

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
先
進
地
視
察 

・コワーキングスペースの立地のポイントは人の流れがあるまちであること。人材採用では出社しない働き方が好まれ

るなど、働き方も変化しており、コロナ禍が落ち着いた後も、高い需要が続くと見込まれる。【BIZcomfort 町田】 

・コワーキングスペースは二極化しており、シンプルな作業場所としての機能のほかに、交流拠点として新たな連携・ス

タートアップを生む機能も求められている。 

・テレワーカーの活動拠点でもあるコワーキングスペースは、BPOの受け皿となることで、労働力のシェアリング拠点と

なりうる。【BUSO AGORA】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向性】 

「所有」から「利用」へ社会の価値観がシフトするのに合わせて、 

シェアリングを積極的に活用する。 

施策案 

  コワーキングスペースと連携したオープンイノベーションの場づくり 

作業場所としてだけでなく、交流やインキュベーション機能も備えた多機能なコワーキングスペースを市内に充実させる。 

  働く女性に優しいコワーキングスペースの誘致 

保育機能を併設したり隣接施設で保育機能を補完したりするような働く女性に優しいコワーキング施設を誘致する。 

 

  

■新たな連携を生むコワーキングスペースのイメージ

コワーキング

スペース

カフェ

ビジネス

コンテスト

イベント
毎週開催

平日昼

バー
平日夜

年に数回開催

起業支援・事業相談
コンサルティング

シェア

オフィス
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仮説 4 エリア・アントレプレナーの活躍 

外
部
環
境 

・2020年以降、全体の倒産件数は低位で推移しているが、コロナ関連倒産件数は増加しており、割合が高まっている。 

・東京都における飲食店情報閲覧数は、2020年 4 月以降、19年同週比マイナスで推移しており、外食を楽しむ行動の回

復はみえにくい。 

・国土交通省では、多様な働き方を支える拠点や都市にゆとりをもたらすグリーンオープンスペースなど、新たな日常に

対応する都市機能の充実を図るため、老朽ストックを活用したリノベーションを推進、民間ファンドも設立。 

町
田
市
の 

現
状
把
握 

・町田市の飲食店情報閲覧数は、2022 年に入ってから 19 年同週比マイナス 60％程度で推移しており、低調なまま横ば

い。 

・町田市では「町田創業プロジェクト」として、民間の創業支援事業者と連携して、起業に向けた各種支援を実施。 

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
先
進
地
視
察 

・全国でリノベーションスクールの取組が行われている。遊休不動産を活用しながら新しく何かをやりたい人を探し、産

業振興でコミュニティを再生することを目的として誕生。 

・リノベーションの取組として、不動産オーナーに代わりまちづくり会社が活用プランを策定する事例がある。入居者を

集め、負担可能な価格でリノベーション物件を賃貸。スモールオフィスや古民家カフェ、長屋型店舗など整備・運営す

るほか地域の不動産価値の向上にも貢献。【北九州市産業経済局商業・サービス産業課、北九州家守舎】 

 

 

 

 

 

 

・行政が管理するインキュベーション兼テレワーク施設の事例がある。創業希望者のほか、地元大手企業から派生したス

タートアップも入居。行政の担当課も同じビルに入居し密に連携。創業相談、創業後の広報、マーケティング、営業等

の相談が無料。また行政書士や金融機関担当者など外部の相談も無料で受けられる。【COMPASS小倉】 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向性】 

創業・開業にかかるハードルの低減に努め、新しいビジネスに挑戦しやすいまちに 

進化させる。創業及び集客にシナジーを生むソフト・ハードの仕組みを構築する。 

施策案 

  リノベーションスクールの開催 

空き店舗の改修・活用により、まちの活性化を担う人材を育成するリノベーションを開催する。 

  現代版「家守」の育成 

不動産オーナーとビジネスオーナーのマッチングを促進する。 
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仮説 5 ＭａａＳの伸展 

外
部
環
境 

・コロナによる外出控えなどにより、2020年度の鉄道輸送人員は 3割減に落ち込み、2022年 3 月以降回復傾向にあるも

のの、コロナ前の水準に戻る様子はうかがえない。 

・コロナ前から一般乗合バス事業の収支は赤字で推移していたが、コロナによりさらに乗客数が減少、運行本数を減便

しても、赤字幅が大きく拡大、経営悪化が進行。 

・移動に関するさまざまな課題を解決するために、自動運転やオンデマンドバスの実証実験が各地でおこなわれ、実装

のフェーズを迎えている。 

・移動に付加価値を与え移動を増やし収益を上げる取組として MaaS が注目されており、都市型、地方型、郊外型など地

域にあったモデルの検討が民間を中心に進んでいる。 

町
田
市
の 

現
状
把
握 

・2020年 9 月以降、市内のバス路線の減便や深夜バスの廃止が続き、市民の足が失われる危機に直面している。 

・山崎町周辺エリアにおいて、小田急電鉄を中心とした体制によるオンデマンド交通「E-バス」の実証運行が行われた。

さらに、高齢者を対象とした実証実験が行われる予定もある。 

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
先
進
地
視
察 

・アフターコロナにおいても域内需要は活発な見込み。デマンドバスによって新たな移動を地域に作ることが狙い。 

・MaaS 事業者にとって郊外都市は人口が多く評価できる。今後増加するのはデマンド型。移動の目的づくりも重要。

【Community Mobility 株式会社、計量計画研究所 牧村氏】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向性】 

ＭａａＳに取り組む事業者の知見を活かしながら、地域交通を相互補完し、 

域内の移動総量を増やすような交通の体制づくりに取り組む。 

施策案 

  交通事業者の広域的な協議会の開催 

市域を越えて運行するバスやタクシー事業者の情報交換と、生活利便性の観点から相互調整を図るための協議会を開催し、市内

公共交通の最適化を検討する。 

  オンデマンド交通の確立 

定額乗り放題サービスに代表されるような、オンデマンド型交通サービスを導入し、市内交通網の隙間を埋め、市民の移動生活

を担保する。 
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仮説 6 公民連携の推進 

外
部
環
境 

・市町村等の一般行政部門職員数はピーク時に比べ約 2割減。正規職員が減少し、非正規職員が増加。少ない職員でこれ

まで通りの行政サービスを遂行することは難しくなっている。 

・政府により「公的サービスの産業化」が掲げられ、公共サービスを民間企業等と公的主体が協力して担うことで、選択

肢の多様化、サービスの効率化、質の向上を図ることが示された。 

・自治体は「サービス・プロバイダー」から、新しい公共私相互間の協力関係を構築する「プラットフォーム・ビルダー」

への転換も提案された。 

町
田
市
の 

現
状
把
握 

・企業・自治体・NPO・市民が連携して、まちづくりプロジェクトを企画構想するクロスセクターでの共創の場が継続し

ており、関係者をつなげる仕組みがある。 

・シティプロモーションの一環として、市民のやりたいことをオール町田で支援する取組が行われた。現在は終了した

が、地域課題を住民自身が解決する経験が生まれた。 

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
先
進
地
視
察 

・企業から社会課題が提示され、自治体が条件を提案する事例がある。条件が合えば、企業の新規事業費の予算で自治体

に資金を寄付し、社会課題の解決に向けた事業が行われる。お金を出してでも社会課題にアプローチしたい企業が多い 

【株式会社ソーシャル・エックス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向性】 

社会課題の発見から公民が一緒に取り組み、 

大きな目的を共有しながら新たな価値の共創をめざす。 

施策案 

  公民連携プラットフォームの設置 

多様化・複雑化・高度化する地域課題に対し、市と民間事業者（大学を含む）がつながり、情報交換や具体的なプロジェクトを

実施するための基盤となる公民連携プラットフォームを設置する。すべてのステークホルダーにメリットがある持続可能な連携

を目指す。 

  公民連携相談窓口の設置 

公民連携に関する庁内の情報と、庁外の民間事業者からの情報の集約および公民連携を仲介する民間サービスとの交渉役を担う

相談窓口を設置し、公民連携のマッチングとコーディネートを行う。 
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4 研究報告会の開催 

 


